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注：本指針素案は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（以下「マイナンバー法」という。）第１４条第１項に基づき、個人番号情報保

護委員会が策定する指針の素案である。 
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※ ただし、情報保護評価の義務付け対象者のうち行政機関、独立行政法人等、
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第１ 情報保護評価とは 

１ 情報保護評価導入の趣旨 

○ 番号制度は、①より公平・公正な社会、②社会保障がきめ細やかかつ的

確に行われる社会、③行政に過誤や無駄のない社会、④国民にとって利

便性の高い社会、⑤国民の権利を守り、国民が自己に関する情報をコン

トロールできる社会の実現を目指し、導入されるものである。 

 

○ しかしその一方で、番号制度導入により、国家により個人の様々な個人

情報が一元管理されるのではないかといった懸念や、特定個人情報（マ

イナンバーをその内容に含む個人情報をいう1。以下同じ。）が不正に追

跡・突合されるのではないかといった懸念、財産その他の被害が発生す

るのではないかといった懸念が生じることが考えられる。 

 

○ そこで、これらの懸念を踏まえ、国民の特定個人情報が適切に取り扱わ

れる安心・信頼できる番号制度の構築のために、特定個人情報ファイル

（マイナンバーをその内容に含む個人情報ファイル2をいう。以下同じ。）

が取り扱われる前に、個人のプライバシー等3に与える影響を予測・評価

し、かかる影響を軽減する措置をあらかじめ講じるために、情報保護評

価を実施するものとする。 

 

                                                  
1 なお、マイナンバーを含まないものの、マイナンバーに対応し、当該マイナンバーに代

わって用いられる番号、記号その他の符号であって、住民票コード以外のものを含む個人

情報も、特定個人情報に該当するため（マイナンバー法第２条第７項）、情報提供ネット

ワークシステムを使用した情報提供の求め又は情報提供（以下「情報連携」という。）の

際に用いられる符号やマイナンバーを脱法的に変換した符号のみを含む場合も、特定個人

情報に該当することになる。 
 
2 行政機関については行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「行政機関

個人情報保護法」という。）第２条第４項に規定する個人情報ファイル、独立行政法人に

ついては独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「独立行政法人等

個人情報保護法」という。）第２条第４項に規定する個人情報ファイル、その他の者にあ

っては個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」という。）第２条第２項に

規定する個人情報データベース等をいう（マイナンバー法第２条第４項及び第８項）。 
 
3 情報保護評価は、プライバシーに与える影響を予測・評価し、かかる影響を軽減する措

置をあらかじめ講じるために実施されるものであるが、後記第２の１の通り、番号制度導

入により、①国家管理、②特定個人情報の不正追跡・突合、③財産その他の被害の懸念が

考えられることに鑑み、特定個人情報ファイルの取扱いにより個人の財産上の利益その他

法的に保護される権利利益を害するおそれが考えられる場合においては、かかる点も評価

の対象となるため、「プライバシー等」と記載しているものである（以下同じ）。 
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２ 情報保護評価とは 

（１）情報保護評価 

○ 情報保護評価とは、特定個人情報ファイルが適切に取り扱われるか確認

するために行う評価であり、特定個人情報ファイルについて、プライバ

シー等に配慮した取扱いを確立するための仕組みである。 

 

○ 情報保護評価を通じて、各機関は、特定個人情報ファイルを保有する前

に、特定個人情報ファイルの保有が個人のプライバシー等に対して与える

影響を予測・評価し、かかる影響を軽減・緩和するための合理的措置を策

定するものである。 

そしてかかる措置を講ずること、さらにかかる措置を講ずることにより

特定個人情報ファイルの保有が個人のプライバシー等に対し特段の影響

を及ぼさないと認められることを、情報保護評価書（後記「しきい値評価

書」、「重点項目評価書」及び「全項目評価書」を総称して「情報保護評価

書」という。以下同じ。）において宣言しなければならない。 

 

○ 各機関は、情報保護評価を実施することにより、特定個人情報ファイル

を保有することで具体的にどのようなリスクがあり、したがってどのよ

うな措置を講ずるべきかという、個人情報保護及びプライバシー等保護

のための具体的な検討・評価を体系的に行うことができる。 

 

○ 情報保護評価を通し、抽象的な検討ではなく、具体的かつ体系的な検

討・評価を経た措置を講じることができ、それにより、特定個人情報ファ

イルに係るプライバシー等に配慮した取扱いを確立することを企図する

ものである。 

 

（２）Privacy Impact Assessment 

○ 情報保護評価は諸外国で採用されているプライバシー影響評価

（Privacy Impact Assessment、以下「PIA」という。）に相当するもので

ある。 

 

○ 一般的に、PIAとは、ITシステムの導入等がプライバシーに対して及ぼ

す影響を事前に評価し、その保護のための措置を講じる仕組みをいう。PIA

の実施時期としては、プライバシーに対する影響に大幅な手戻りなく対応

できるようにするため、システム設計の変更が可能であるシステム開発前

が適当と考えられている。PIAの具体的な実施方法としては、個人情報の
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収集目的や収集方法、利用方法、管理方法などを検討し、そのシステムが

プライバシーに配慮した設計となっているか確認するなどの方法がとら

れている。 

 

（３）本指針 

○ 情報保護評価の義務付け対象者は、マイナンバー法第１５条及び個人番

号情報保護委員会規則に基づき、情報保護評価を実施しなければならな

い。本指針は、マイナンバー法第１５条及び個人番号情報保護委員会規

則にて規定される事項4に加え、これらにて規定されない事項についても

記載し、マイナンバー法や個人番号情報保護委員会規則よりも情報保護

評価についてさらに詳細を定めるものである。したがって、情報保護評

価の全体像を把握するためには、まず本指針を参照されたい。 

 

○ 各機関は、マイナンバー法、個人情報保護法、個人情報保護条例、そし

てこれらの法令遵守のための指針5を踏まえて、特定個人情報にかかる適

切な保護措置を講じなければならない。 

自身が保有する特定個人情報ファイルの特性に応じて、要請される保

護措置を具体的に検討し、かかる措置が適当か否かを評価していくのが

情報保護評価であり、本指針は、かかる情報保護評価をどのように実施

するかについて定めるものである。 

 

○ 個人番号情報保護委員会（以下「委員会」という。）は、個人情報の保

護に関する技術の進歩及び国際的動向を踏まえ、少なくとも三年ごとに、

本指針及び情報保護評価書記載事項について再検討を加え、必要がある

                                                  
4 マイナンバー法第１５条では、情報保護評価のうち、後記第５の２（５）全項目評価を

規定しているところであるが、後記第５の２（３）しきい値評価、後記第５の２（４）重

点項目評価、そして地方公共団体等に対する特則（本参考資料１参照）については、個人

番号情報保護委員会規則にて規定する予定である。 
 
5 現在存在する指針としては、行政機関については、行政機関個人情報保護法の規定等を

踏まえた指針（行政機関の保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針につ

いて（平成１６年９月１４日総管情第８４号総務省行政管理局長通知）、独立行政法人等

については独立行政法人等の保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針

について（平成１６年９月１４日総管情第８５号総務省行政管理局長通知）、個人情報保

護法に規定する個人情報取扱事業者については、事業分野ごとのガイドラインがある。 
 

これらの指針の他、マイナンバー法施行に当たって個人番号情報保護委員会は、マイナ

ンバー法第１４条第１項に基づき、特定個人情報を適切に管理するために講ずべき措置を

定めた指針を策定することとされている。 
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と認めるときはこれを変更するものとする。 
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第２ 情報保護評価の評価軸・目的 

１ 情報保護評価の評価対象・保護対象 

（１）プライバシー保護 

○ 情報保護評価の評価対象を、「個人情報」保護にとどまらない、国民の

「プライバシー」保護とすることとする。 

 

○ 各機関は個人情報保護法令を遵守するだけではなく、個人のプライバシ

ーを侵害してはならない義務を負っている。 

さらに比例原則等の観点から、行政庁が行政作用を行う際には国民に

とってより制限の程度が少ない手段を選択しなければならないものと考

えられるため、行政庁は行政作用を行う際に、原則としてよりプライバ

シー侵害性の低い措置をとるべきものと考えられる。 

 

○ 個人情報保護法令は個人情報の適正な取扱いと保護を行うためのもの

であるが、それによりプライバシーに係る問題のすべてが解決されるわ

けではないと解される。 

そこで情報保護評価では、個人情報保護法令の遵守にとどまらずプラ

イバシー保護に関しても評価を行うものとする。そのため、情報保護評

価書では、個人情報保護法令に基づく事項だけではなく、それを敷衍す

るプライバシー保護の観点に基づく事項も記載事項とするものである。 

 

○ なお、諸外国におけるPIAも、概して、単なる法令遵守確認にとどまら

ず、プライバシーに対する影響を分析・評価するものとして理解されて

いる。 

 

○ 情報保護評価は、個人情報保護及びプライバシー保護について各機関が

負っている義務・責務を達成するための、体系的評価制度となるものと

考えられる。6 

                                                  
6 プライバシーという言葉は、現在、国民の間に広く浸透している言葉である一方で、判

例・通説上、確立した定義がなされているものではないと述べられることがある。しかし

判例・通説上、プライバシーの定義が明確化されていないのは、主に、自己情報コントロ

ール権と古典的プライバシー権の関係性などを巡る議論についてのものであって、「他人

に知られたくない私生活上の事実を公開されない」という、古典的プライバシー概念は、

少なくともプライバシーの内容として認められているものと考えられる。また判例・裁判

例上は、この他、のぞき見などの私生活への侵入に該当する類型についても、プライバシ

ーの内容として認められているものと考えられる。これらは、国民の間に広く浸透してい

るプライバシーの概念にも整合するものと考えられる。 
いずれにせよ、各機関は、たとえ個人情報保護法令を遵守していたとしても、プライバ
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（２）その他権利利益に対する保護 

○ なお上記の通り、情報保護評価の評価対象を、国民のプライバシー保護

とするが、番号制度導入により、①国家管理、②特定個人情報の不正追

跡・突合、③財産その他の被害の懸念が考えられることに鑑み、プライ

バシー保護に加え、特定個人情報ファイルの取扱いにより個人の財産上

の利益その他法的に保護される権利利益を害するおそれが考えられる場

合などは、必要に応じ、かかる権利利益に対する保護も対象とすること

とする。 

 

２（参考）個人情報保護法令遵守とプライバシー保護との差異 

○ 個人情報保護法令遵守とプライバシー保護との具体的な差異としては、

法令遵守はあくまで一定の規制・基準・要件をクリアするものであるの

に対し、プライバシー保護は、個人情報保護法令を遵守するのみにとど

まらず、さらにより一層の保護措置を追求するものと考えられる。換言

すれば、プライバシー保護を目的とした評価は、法令遵守といった基準

クリア型ではなく、ベスト追求型の評価であると考えられる。 

 

○ 例えば、マイナンバー法及びその一般法である行政機関個人情報保護法

を適用した場合の利用目的に関する規制を例とすると、利用目的はでき

る限り特定しなければならず（行政機関個人情報保護法第３条第１項）、

また利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を

有すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならないものとされ

ている（同条第３項）。 

また、本人から直接書面に記録された当該本人の個人情報を取得する

ときには、原則として、あらかじめ本人に対し利用目的を明示しなけれ

ばならず（同法第４条柱書）、またかかる場合以外についても、一定の個

人情報ファイルについては、その利用目的が個人情報ファイル簿を通じ

て公表されることとなる（同法第１０条第１項、同項第３号及び第１１

                                                                                                                                                  
シーの侵害により不法行為に該当する行為を行えば、国家賠償法上等の責任を問われうる。

したがって、国民の信頼に基づく適切な情報の取扱いのためには、個人情報保護法令の遵

守のみならず、プライバシー保護も重要である。かかる状況に鑑みて、情報保護評価では、

個人情報保護法令遵守にとどまらないプライバシー保護について、評価を行うこととする。 
プライバシー保護のために具体的に各機関に求められる施策として、各機関は本指針及

び添付資料に従った記載を行うことが必要である。添付資料の情報保護評価書は、プライ

バシー保護をその評価対象としているので、これを各機関が用いることにより、プライバ

シー保護に関しても評価を行うことができると考えられる。 
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条）。 

 

しかし、個人情報の特定の項目や特定の種類が、具体的にどのような

目的に利用されるのかについてまでは、通知又は公表する義務を負うも

のではない。 

 

 また、行政機関が個人情報を保有するに当たっては、法令の定める所掌

事務を遂行するため必要な場合に限らなければならないとされている

（同法第３条第１項）が、その必要性について通知又は公表する義務を

負うものではない。 

 

 これに対し、プライバシー保護を目的とすると、個人情報の特定の項目

や特定の種類がなぜ必要なのか、また具体的にどのような目的に利用さ

れるのかについて事前に特定し、積極的に公表していくことが考えられ

る。 

情報保護評価書はかかる視点から作成しなければならず、例えば『添

付資料３「情報保護評価書（全項目評価書）記載事項（案）「５．保有す

る特定個人情報ファイル」』では、マイナンバー法及びその一般法である

行政機関個人情報保護法等で求められる義務よりも広く、特定個人情報

の特定の項目や種類がなぜ必要で、どのように利用されるかを記載する

ものとしている。 

 

○ また、マイナンバー法及びその一般法である行政機関個人情報保護法で

は、個人情報ファイル簿の公表を義務付けている（行政機関個人情報保

護法第１１条）が、プライバシー保護を目的とすれば、個人情報ファイ

ル簿の記載事項よりも広い事項について公表を行っていくことが考えら

れる。 

 

○ 以上の通り、情報保護評価書では、より一層の保護措置を追求する観点

から、マイナンバー法及びその一般法である行政機関個人情報保護法等

で求められるよりも広い事項について分析・検討・公表を行うことが求

められるものである。 

 

３ 情報保護評価の目的 

情報保護評価は、以下の３点を目的として実施するものとする。 
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① 事後的な対応にとどまらない、積極的な事前対応を行うこと 

 

○ 一度流出した情報はその回収が困難であるなど、プライバシー侵害

はその回復が容易でない側面も多い。そのためプライバシー保護のた

めには事後的な対応のみでは足りず、事前の評価・確認を行うことが

重要である。 

○ そこで、事後的な対応にとどまらず、プライバシーに対する影響や

リスクについて事前に分析を行い、かかる影響やリスクを軽減するた

めの合理的措置を事前に講じることとする。また事前評価を行うこと

で、事後の大規模な仕様変更を防ぎ、不必要な財政支出を防ぐことも

可能であると考えられる。 

 

② 国民のプライバシー等の権利利益保護にどのように取り組んでいるか

について、各機関が自身で宣言し、国民の信頼を獲得すること 

 

○ 各機関における特定個人情報ファイルの取扱いやそのシステムに対

する透明性を増し、各機関がどのような情報を収集するのか、なぜ情

報を収集するのか、どのように情報を利用するのか、どのように情報

を安全に管理するのかについて、国民に対しわかりやすい説明を行う

こととする。 

○ 番号制度では原則として、本人同意を前提としない仕組みが想定さ

れている。そのため、各機関において特定個人情報ファイルが具体的

にどのように収集、利用、保管、廃棄されるのか等を国民に対し明確

に示すことが重要である。各機関が国民のプライバシー等保護にどの

ように取り組んでいるかについて、各機関自身が情報保護評価を通じ

て宣言・説明することは、国民の信頼に基づく番号制度システムの構

築に資するものと考えられる。 

 

③ ①②についての厳格な実施を担保すること 

 

○ 国民のプライバシー等保護のためには、各機関が保有する特定個人

情報ファイルを当該機関が責任をもって取り扱うことが必要であるが、

各機関内のみに閉じた評価・確認を行うにとどまらず、各機関から独

立性を保った機関がさらに確認を行うことで、情報保護評価の厳格な

実施を担保し、情報保護評価制度をより実効的なものとする。 
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第３ 情報保護評価の義務付け対象者 

１ 情報保護評価の義務付け対象者 

○ 情報保護評価を実施しなければならない者は、以下の者である。 

・行政機関の長 

（情報提供ネットワークシステム運営機関7を含む） 

・地方公共団体の長その他の機関 

・独立行政法人等 

・地方独立行政法人 

・地方公共団体情報システム機構 

（マイナンバーの元となる番号の生成機関） 

・情報提供ネットワークシステムを使用する事業者 

（社会保障・税番号大綱上の「関係機関」に相当する者） 

 

○ 行政機関の長、地方公共団体の長その他の機関、独立行政法人等及び地

方独立行政法人については、その公的性格から、特定個人情報ファイル

をどのように取り扱い、国民のプライバシー等の権利利益保護にどのよ

うに取り組んでいるかについて、自ら公表し、国民の信頼を獲得するこ

とが求められる。 

  そのため、情報提供ネットワークシステムを使用するか否かに関わらず、

その公的性格に鑑み、情報保護評価の実施を義務付けるものである。 

 

○ 地方公共団体情報システム機構については、市町村長によって指定され

るマイナンバーの元となる番号を生成するという、その番号制度におけ

る職務の重大性から、事後的対応ではない積極的な事前対応が求められ、

また国民の信頼を獲得することが求められる。 

  そのため、情報提供ネットワークシステムを使用するか否かに関わらず、

その職責に鑑み、情報保護評価の実施を義務付けるものである。 

 

○ 事業者は、主に、源泉徴収義務等のためにマイナンバーを取り扱うこと

が予定され、事業目的でマイナンバーを利用するものではないと考えら

れるため、かかる事業者に情報保護評価の実施を義務付けることは適当

ではない。 

 

しかしその一方で、情報提供ネットワークシステムを使用する事業者

                                                  
7 情報提供ネットワークシステムは、総務大臣が設置及び管理する（マイナンバー法第１

９条第１項）ため、情報提供ネットワークシステム運営機関は行政機関の長に該当する。 
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は、源泉徴収義務等にとどまらず、事業のためにマイナンバーを取り扱

うものであり、番号制度への関与の程度が深く、その特定個人情報ファ

イルの保有が個人に対して与える影響も大きいものと考えられる。 

また、情報提供ネットワークシステムを使用して情報連携を行う場合

は、源泉徴収義務等のためにマイナンバーを利用する場合と比し、マイ

ナンバーを保有する目的やマイナンバーの取扱い方法が本人から見てわ

かりづらいものとも考えられる。 

さらに、かかる事業者は、公的性格の強い事業者が予定されているた

め、その性格からも、情報保護評価を実施すべき必要性が高い。 

 

そのため以上の理由から、情報提供ネットワークシステムを使用する

事業者に対し、情報保護評価の実施を義務付けるものである。 

 

２ 対象者別指針 

○ 本指針は、情報保護評価の義務付け対象者のうち、以下の者に対するも

のである。 

・地方公共団体の長その他の機関 

・地方独立行政法人（以下、地方公共団体の長その他の機関及び地方独

立行政法人を「地方公共団体等」という。） 

 

○ その他の者については、以下の指針を参照されたい。 

・行政機関の長、独立行政法人等、地方公共団体情報システム機構及び

情報提供ネットワークシステムを使用する事業者 

→行政機関・独立行政法人等・機構・情報提供ネットワークシス

テムを使用する事業者向け指針 

・情報提供ネットワークシステムを使用しない事業者 

→上記事業者については、マイナンバー法上、情報保護評価の実

施が義務付けられるものではないが、情報保護評価を任意に実

施する際には、本指針を参考にされたい。 
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義務付け対象者 

 行政機関の長 指針 

（行政機関・独立行政法人等・

機構・情報提供ネットワークシ

ステムを使用する事業者向け）

 独立行政法人等 

 地方公共団体情報システム機構 

情報提供ネットワークシステムを使

用する事業者 

 地方公共団体の長その他の機関 本指針 

（地方公共団体・ 

地方独立行政法人向け） 
 地方独立行政法人 

非義務付け対象者 

情報提供ネットワークシステムを使

用しない事業者 

（参考）本指針 

（地方公共団体・ 

地方独立行政法人向け） 

 

○ 本指針と行政機関・独立行政法人等・機構・情報提供ネットワークシス

テムを使用する事業者向け指針との相違点については、参考資料１「地

方公共団体等向け指針と行政機関等向け指針との差異」を参照されたい。 
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第４ 情報保護評価の対象 

１ 総論 

○ ①特定個人情報ファイルを保有しようとするとき、及び②特定個人情報

ファイルについて重要な変更を加えようとするときは、事前に、情報保

護評価を実施するものとする。なお、②の「重要な変更」については、

後記第４の４を参照されたい。 

 

○ すべての特定個人情報を情報保護評価の対象とすることも考えうるも

のの、非常に少量の特定個人情報（例えば、職員一人のマイナンバーと

一か月あたりの共済組合掛金）を保有した場合であっても、すべて情報

保護評価の対象とするのは、情報保護評価制度の目的（前記第１の３）

にも沿わず、また情報保護評価にかかる金銭コスト・作業量に鑑みれば、

すべてを対象に取り込もうとすると、逆に情報保護評価が形式化・形骸

化するおそれがあるとも考えられる。 

 

○ 各機関にとって利便性の高い情報は、それが検索でき、必要なときに抽

出できたり、他の情報と結合することができたりするものといえ、また、

これらの情報は、管理が適切に行われなければ個人のプライバシーを侵

害するリスクが高いと考えられる。 

 

○ そこで、プライバシー等に対する影響やリスクが考えられる、「検索性」

を有する特定個人情報、すなわち特定個人情報ファイルを情報保護評価

の対象とする。 

 

○ 地方公共団体及び地方独立行政法人における「特定個人情報ファイル」

とは、個人情報保護法第２条第２項に規定する個人情報データベース等

であって、個人番号をその内容に含むものをいう（マイナンバー法第２

条第４項及び第８項）8。 

 

個人情報の保護に関する法律（平成十五年五月三十日法律第五十七号）（抄） 

                                                  
8 なお、行政機関において「特定個人情報ファイル」とは、行政機関個人情報保護法第２

条第４項に規定する個人情報ファイルであって、個人番号をその内容に含むものをいい、

独立行政法人等において「特定個人情報ファイル」とは、独立行政法人等個人情報保護法

第２条第４項に規定する個人情報ファイルであって、個人番号をその内容に含むものをい

い、民間事業者において「特定個人情報ファイル」とは、地方公共団体及び地方独立行政

法人と同様に、個人情報保護法第２条第２項に規定する個人情報データベース等であって、

個人番号をその内容に含むものをいう（マイナンバー法第２条第４項及び第８項）。 
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（定義）  

第二条 

１ （略） 

２ この法律において「個人情報データベース等」とは、個人情報を含む情報

の集合物であって、次に掲げるものをいう。  

一 特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系

的に構成したもの  

二 前号に掲げるもののほか、特定の個人情報を容易に検索することができ

るように体系的に構成したものとして政令で定めるもの 

３～６ （略） 

 

個人情報の保護に関する法律施行令（平成十五年十二月十日政令第五百七号）

（抄） 

（個人情報データベース等）  

第一条 個人情報の保護に関する法律 （以下「法」という。）第二条第二項第

二号の政令で定めるものは、これに含まれる個人情報を一定の規則に従って

整理することにより特定の個人情報を容易に検索することができるように体

系的に構成した情報の集合物であって、目次、索引その他検索を容易にする

ためのものを有するものをいう。 

 

○ 条例において「特定個人情報ファイル」に該当する定義が設けられてい

ない場合であっても、条例改正をせずとも9、マイナンバー法及び個人情

報保護法に基づき、地方公共団体及び地方独立行政法人に対し、上記の

「特定個人情報ファイル」に対する情報保護評価の実施義務が課せられ

ることとなる（マイナンバー法第１５条）。 

 

○ 地方公共団体の現行個人情報保護条例においては、規制対象として、「個

人情報」、「個人情報ファイル」、「個人情報取扱事務」などの概念が用い

られている例が多い。また、システム用ファイルのみを条例で「個人情

報ファイル」として定義している例もあるが、これらの場合でも、条例

の規定にかかわりなく、マイナンバー法及び個人情報保護法に基づき、

「特定個人情報ファイル」、すなわち個人情報保護法第２条第２項に規定

する個人情報データベース等であって、個人番号をその内容に含むもの

                                                  
9 もっとも、情報保護評価について、マイナンバー法に定められたもの以上の措置を当該

地方公共団体等に義務づけるような場合は、上乗せ条例あるいは横出し条例として、条例

を改正等することも考えられる。 



17 
 

は、手作業用ファイルであっても、個人番号情報保護委員会規則で例外

として定められない限り（後記第４の３を参照されたい。）、情報保護評

価の対象となる点に留意する必要がある。 

 

２ 対象となるファイル 

（１）総論 

○ 具体的には、①システム用ファイル10及び②手作業用ファイル11を対象

とする。 

 

（２）システム用ファイル 

○ システムでの処理は、データ連結・データ流通・データ転用・大量処理・

高速処理が容易で、プライバシー等に与える影響度が高いと考えられる

ため、原則として全ファイルを情報保護評価の対象とする（ただし、後

記第４の３記載の例外を除く）。 

 

（３）手作業用ファイル 

○ 手作業処理であっても、大量の個人情報を含むものはプライバシー等に

与える影響度が高いとも考えられる。また、手作業用ファイルは、情報

提供ネットワークシステムを通じた情報提供はなされないものの、その

他の方法により第三者に提供されることがあり得る。 

 

○ そこで、手作業用ファイルについても、一定のファイル（例えば、本人

数、ファイルを取り扱う者の数が多いもの、第三者提供が予定されてい

るものなど）については、情報保護評価の対象とする。 

○ なお、現在の情報保護評価書記載事項案（特に添付資料３「情報保護評

価書（全項目評価書）記載事項（案）」）は、システム用ファイルを念頭

に置いているため、手作業用ファイル用の記載事項を今後検討する。 

 

（４）制度・施策 

○ 情報保護評価が積極的な事前対応を行うものであることに鑑みれば、特

定個人情報ファイルがシステム用ファイルか手作業用ファイルか定まっ

ていなかったり、ファイルの内容が具体的に定まっていない、制度・施

策の設計段階で、情報保護評価を実施することが有益な場合がある。 

                                                  
10 個人情報保護法第２条第２項第１号に規定する個人情報データベース等を指す。 
 
11 個人情報保護法第２条第２項第２号に規定する個人情報データベース等を指す。 
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特に、特定個人情報を取り扱う制度・施策のうち、プライバシー等に

与える影響が大きいと考えられるものについては、制度・施策段階での

情報保護評価が推奨され、各機関は、その任意の判断により、情報保護

評価の枠組みを用いた評価を行うことができることとする。 

 

○ 制度・施策段階で情報保護評価を実施すれば、当該制度・施策を導入す

るか否かについて、プライバシー等の観点から検討12を行うことができる。

また当該制度・施策がプライバシー等に対して与える影響を事前に予

測・評価し、かかる影響を軽減することも可能となると考えられる。 

 

○ しかしその一方で、制度・施策の設計段階では、保有する予定の特定個

人情報の項目、種類、量や保有主体すら決定していないことも多いと考

えられ、結果として抽象的な漠然とした評価とならざるをえない場合も

多いことが考えられる。 

 

○ そこで、各機関が、制度・施策の設計段階で情報保護評価を実施した場

合であっても、特定個人情報ファイルを保有するに際して義務付けられ

る情報保護評価は、それだけでは足りず、さらに詳細事項が決定するシ

ステムの要件定義段階又は手作業処理の設計段階13において改めて情報

保護評価を実施しなければならないこととする。 

 

 

 

 

                                                  
12 例えば、かかる制度・施策にマイナンバーを使用することでプライバシー等に対しどの

ような影響を与えうるのか、マイナンバーを使用することがそもそも必要なのか、必要性

が認められるとして、プライバシー等に対する影響を軽減するために法制・手続面等でど

のような対処が必要かなどを検討することが考えられる。 
 
13 情報保護評価の実施時期については、後記第５の１を参照されたい。 

情報保有機関の任意の判断で 

情報保護評価を実施する 

情報保護評価の実施が義務 

付けられる 
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３ 例外となるファイル 

○ 情報保護評価は、①事後的な対応にとどまらない、積極的な事前対応を

行うこと、②国民のプライバシー等の法的に保護される権利利益保護に

どのように取り組んでいるかについて、各機関が自身で宣言し、国民の

信頼を獲得することなどを目的とするものである。 

 

○ かかる目的に鑑みれば、特定個人情報ファイルであっても、情報保護評

価を実施する必要がないものがあると考えられる。具体的には、職員の

人事、給与、福利厚生に関する事項を記録した特定個人情報ファイルな

どが、情報保護評価の対象外となる。 

 

職員の人事、給与、福利厚生に関する事項を記録した特定個人情報ファ

イルを対象外とするのは、以下の理由によるものである。 

・ これらの事項は、使用者としての各機関と、被用者としての職員

との関係に基づく内部的な情報であり、またその存在や利用方法も

当事者たる職員にはよく知られており、国民の信頼を獲得するとい

う情報保護評価の趣旨が当てはまらないと考えられるため。 

・ また、これらのファイルには、職員の被扶養者又は遺族の福利厚

生等に関する情報も含まれうるが、各機関がこれらの者に関する事

務を行うことも使用者と被用者との内部的関係に基づくものであ

り、またその存在等も当事者たる被扶養者又は遺族にも知られてい

ると考えられるため、情報保護評価の対象外とする。14 

 

○ なお、情報保護評価の対象外となる特定個人情報ファイルであっても、当

然、マイナンバー法のその他の規制が及ぶものであり、適切な管理のために

必要な措置を講じなければならない。 

 

 

 

                                                  
14 なお、行政機関個人情報保護法でも、職員若しくは職員であった者又はそれらの者の被

扶養者若しくは遺族等に係る個人情報ファイルであって、人事、給与若しくは福利厚生に

関する事項又はこれらに準ずる事項を記録するものについては、個人情報ファイルの事前

通知及び個人情報ファイル簿の作成・公表義務の例外とされている（同法第１０条第２項

第３号及び第１０号、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律施行令第６条第１

号ロ並びに同法第１１条第２項第１号）。 
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４ 対象となる変更 

○ 情報保護評価は、特定個人情報ファイルを新規に保有しようとする場合だ

けでなく、特定個人情報ファイルについて重要な変更を加えようとする場合

も、その対象とするものである。 

 

○ 重要な変更とは、具体的には、後記「しきい値評価書」、「重点項目評価書」、

「全項目評価書」の記載内容に変更が生じた場合をいい、かかる場合には、

情報保護評価を再度実施するものとする15。 

                                                  
15 なお、行政機関個人情報保護法上の個人情報ファイルの事前通知では、通知した事項を

変更しようとする場合に再度通知を行うものとされており（同法第１０条第１項）、個人

情報ファイル簿では、個人情報ファイル簿に記載すべき事項に変更があったときは、直ち

に、当該個人情報ファイル簿を修正しなければならないものとされている（行政機関の保

有する個人情報の保護に関する法律施行令第７条第３項）。 

マイナンバー法の規制 

(情報保護評価対象外の場合) 

安全管理措置 ファイル 

作成制限 

提供制限 

収集・保管 

制限 

開示等 

情報保護評価

その他の規制

情報保護評価の対象外であっても、 

マイナンバー法のその他の規制が及ぶ 
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（考え方）情報保護評価を再実施しなければならない場合とは、しきい値に変

化が生じる場合、及び特定個人情報ファイルの取扱い状態に変更が生じる場

合であると考えられる。しきい値に変化が生じる場合はしきい値評価書の記

載内容が変更され、また特定個人情報ファイルの取扱いに変更が生じる場合

は、重点項目評価書又は全項目評価書の記載内容が変更されるものと考えら

れるため、後記「しきい値評価書」、「重点項目評価書」、「全項目評価書」の

記載内容に変更が生じた場合は、情報保護評価を再度実施するものとする。 

 

５ 情報保護評価の任意実施 

○ 情報保護評価の対象外のものであっても、またマイナンバーをその内容に

含まない一般の個人情報であっても、各機関の任意の判断により、自主的な

評価として情報保護評価の枠組みを用いることができる。 

 

６ 評価書の単位 

○ システム用ファイルなどにおいては、一つの特定個人情報ファイルに付き一

つの情報保護評価書を作成するよりも、複数の特定個人情報ファイルを含む

一つのシステムに付き一つの情報保護評価書を作成した方が、特定個人情報

ファイルの取扱いをわかりやすく明示できる場合も考えられる。 

 

そこで、情報保護評価の対象は上記の通り特定個人情報ファイルとするが、

情報保護評価書作成に当たっては、特定個人情報ファイルの取扱いのわかり

やすさの観点から単位を検討するものとし、一つの評価書において複数の特

定個人情報ファイルをまとめて記載することも可能とする。 
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第５ 情報保護評価の実施の仕組み 

１ 実施時期 

（１）総論 

○ 情報保護評価は、特定個人情報ファイルを保有する前に実施しなければ

ならない。 

 

○ 情報保護評価は、特定個人情報ファイルを保有する直前ではなく、十分

な時間的余裕をもって実施する必要がある。 

情報保護評価の結果を受けて、当初予定していた特定個人情報ファイル

の取扱いやシステム設計を変更しなければならない場合も十分想定される

ため、対応に要する時間を考慮して実施時期を決定しなければならない。 

 

○ 具体的には、以下の時点までに実施することが求められる。 

①システム用ファイル： 

原則として、システムの要件定義段階までに実施 

②手作業用ファイル：手作業処理の設計段階までに実施 

 

○ ただし、情報保護評価を経ずに保有する緊急の必要がある特定個人情報

ファイル（災害時に保有するファイルなど）については、この限りではな

い。 

 

（２）システム用ファイルに係る実施時期 

○ システム用ファイルについては、原則として、要件定義段階で情報保護

評価を実施するものとする。 

 

（考え方） 特に、システム用ファイルは、情報保護評価の実施時期によ

っては、情報保護評価の結果を受けたシステム設計の変更に伴い、シス

テム開発スケジュールの大幅な遅延やシステム開発コストの大幅な増

加などを引き起こすおそれがあるため、システム設計に大幅な手戻りを

発生させないよう、できるだけ早期に情報保護評価を実施すべきである。 

   

しかしその一方で、あまりに早期に実施すると、抽象的な評価しかで

きなかったり、評価自体ができない項目が出てくるおそれもある。 

 

そこで、原則として、システムに係る設計が一定程度決定される要件

定義段階で、情報保護評価を実施するものとする。 
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○ ただし、単年度中に設計・開発が完了するようなシステムについては、

予算段階で情報保護評価を実施しなければ、情報保護評価の結果システム

設計の変更が必要となった場合でも、予算を増加することが難しいため、

予算案の段階で情報保護評価を実施する方が望ましい場合も考えられる。 

 

またこれとは反対に、大規模システムでは、要件定義段階においては、

情報保護評価にて具体的な評価が行えるほどの仕様が決定していない場合

も考えられる。 

 

○ そこで、原則として、要件定義段階で情報保護評価を実施するものとす

るが、システムの実情に照らし、他の段階で実施することが望ましいと考

えられるものについては、事前に諮問機関16の意見を聴き、情報保護評価

が可能な程度にシステムの詳細が決定されているか、情報保護評価の結果

を反映してもコスト増、スケジュール遅延につながらない時期かなどを十

分踏まえた上で、要件定義段階以外のタイミングで実施することもできる

こととする。 

 

（３）手作業用ファイルに係る実施時期 

○ 手作業用ファイルについては、手作業処理の設計段階で情報保護評価を

実施するものとする。 

 

２ 情報保護評価の実施の仕組み 

（１）総論 

○ 情報保護評価にかかる金銭コスト・作業量に鑑みれば、特定個人情報フ

ァイルすべてについて情報保護評価を実施しようとすると、逆に情報保

護評価が形式化・形骸化するおそれがあるとも考えられる。 

 

○ そこで、情報保護評価の目的を達成し、実効性のある仕組みとするため

に、すべての特定個人情報ファイルについて広く浅く一律の情報保護評

価を実施するのではなく、情報保護評価の必要性に応じたメリハリのあ

る仕組みをとることとし、プライバシー等に対する影響を与える可能性

が高いと認められるものについて手厚い情報保護評価を実施するものと

する。 

 

                                                  
16 後記第５の２（２）を参照されたい。 
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○ 具体的には個人のプライバシー等に対し影響を与える可能性に着目し

て、以下の三段階にて、実施の仕組みを深めるものとする。 

① 特定個人情報ファイルを保有しようとする場合は、しきい値評価を

実施する 

② しきい値評価の結果、プライバシー等に対する影響を与える可

能性があると認められるもの 

⇒重点項目評価を実施する 

③ しきい値評価の結果、プライバシー等に対する影響を与える可

能性が高いと認められるもの 

⇒全項目評価を実施する 

（参考資料２「情報保護評価の実施の仕組み」、 

参考資料３「情報保護評価全体フロー」を参照されたい） 

 

○ なお、マイナンバー法第１５条では、③全項目評価のみが規定されてい

るが、①②については、マイナンバー法第１５条に基づく個人番号情報

保護委員会規則にて定めるものとする。 

 

（２）地方公共団体等における承認方法 

○ 情報保護評価は地方公共団体等が自らの責任を果たすために実施する

ものであり、自己評価が原則であるが、情報保護評価の厳格な実施を担

保するため、全項目評価及び一部の重点項目評価については、自己評価

に加え、承認又は点検プロセスを設けることとしている。 

行政機関、独立行政法人等、機構及び情報提供ネットワークシステムを

使用する事業者が実施する情報保護評価では、委員会が、全項目評価につ

いては全件審査した上で承認を行い、重点項目評価については抽出点検を

行うものとされている。 

 

○ しかし、地方公共団体等の実施する情報保護評価については、地方公共

団体等の特性を踏まえ、委員会の承認/抽出点検対象とせず、以下の方法

をとるものとする。 

全項目評価については、原則として、当該地方公共団体の設置する個人

情報保護審議会等の諮問機関に対し諮問した上で当該地方公共団体の機

関の長が承認を行うものとする。なお、その他の方法として、諮問を他の

地方公共団体に対し事務委託したり、他の地方公共団体と共同設置した機

関等に対し諮問した上で、特定個人情報ファイルを保有する地方公共団体

の機関の長が承認を行う方法なども考えられる。 
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また重点項目評価については、原則として、当該地方公共団体の設置す

る個人情報保護審議会等の諮問機関に対し全件報告した上で、当該諮問機

関が点検対象を任意に抽出して点検するものとする。なお、その他の方法

として、上記全項目評価と同様、事務の委託や機関等の共同設置も考えら

れる。（※） 

 

（※）情報保護評価書と委員会 

○ なお、委員会は、地方公共団体等の実施する情報保護評価を承認又は抽

出点検しなくとも、地方公共団体等における情報保護評価に一切関与し

ないものではない。 

委員会は、マイナンバー法の施行に必要な限度において、地方公共団体

等に対し、情報保護評価に係る報告を求めたり（第４７条第１項）、情報

保護評価に関する助言・指導を行う（第４５条）ことができ、また、地方

公共団体等がマイナンバー法をはじめとする法令に違反する場合におい

ては、勧告及び命令を行うこともできる（第４６条）ため、これらの権限

に基づき、情報保護評価の再実施等を求めることができる。 

 

○ また、地方公共団体等は上記の方法による承認/抽出点検を受けたしき

い値評価書、重点項目評価書及び全項目評価書を委員会に対しても提出

しなければならない旨を、個人番号情報保護委員会規則において規定す

ることとする。これにより、委員会は、地方公共団体等のしきい値評価

書、重点項目評価書及び全項目評価書を把握することができ、必要な場

合には各種権限を行使することで法運用の統一性・法適合性を確保する

ための調整などを行うことができるようにする。 

 

（３）①しきい値評価 

ア しきい値評価の概要 

○ 特定個人情報ファイルを保有しようとする場合は、一定の例外（※前記

第４の３を参照されたい）を除きすべてが情報保護評価の対象となる。 

 

義務付け対象者（行政機関の長、地方公共団体の長その他の機関、独

立行政法人等、地方独立行政法人、機構及び情報提供ネットワークシス

テムを使用する事業者）は、情報保護評価として、まずしきい値評価を

実施し、しきい値評価書を作成するものとする。 

 

○ しきい値評価は、情報保護評価の実施レベルを、特定個人情報ファイル
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の取扱いが有するプライバシー等に与える影響度により振り分けるため

に行うものである。 

 

しきい値評価の結果により、①しきい値評価のみで足りるもの、②重

点項目評価を実施するもの、③全項目評価を実施するものに分類される

こととなる。 

 

○ しきい値評価書記載事項及び判断基準は添付資料１「情報保護評価書

（しきい値評価書）記載事項（案）」の通り、機械的に判断できる項目と

し、情報保護評価の実施レベルの振り分けが判断者の恣意に流れないこ

とを担保するものである。 

 

○ ただし、①しきい値評価のみで足りるものについて②重点項目評価又は

③全項目評価を実施すること、②重点項目評価を実施で足りるものにつ

いて③全項目評価を実施することも、地方公共団体等の任意の判断によ

り可能とする。 

 

○ しきい値評価書記載事項については、添付資料１「情報保護評価書（（し

きい値評価書）記載事項（案）」を参照されたい。 

ただし、地方公共団体等の任意の判断で、添付資料１「情報保護評価

書（しきい値評価書）記載事項（案）」よりもさらに項目を追加した評価

書を作成することも可能である。 

 

イ しきい値評価の実施方法 

○ 地方公共団体等は、添付資料１「情報保護評価書（しきい値評価書）記

載事項（案）」に従い、しきい値評価書を作成するものとする。 

 

○ 地方公共団体等は、添付資料１「情報保護評価書（しきい値評価書）記

載事項（案）」に従い、しきい値評価書をもとに、当該特定個人情報ファ

イルが、①しきい値評価のみで足りるのか、②重点項目評価を実施すべ

きものなのか、③全項目評価を実施すべきものなのか決定するものとす

る。 

 

○ 委員会は地方公共団体等における情報保護評価書については特段承認

等を行うものではないが、地方公共団体等はしきい値評価書を委員会に

提出するものとする旨を、個人番号情報保護委員会規則において規定す
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ることとする。これにより、委員会は、地方公共団体等の情報保護評価

書を把握することができ、必要な場合には各種権限を行使することで法

運用の統一性・法適合性を確保するための調整などを行うことができる

ようにする。 

 

○ 地方公共団体等は、諮問機関17に対してもしきい値評価書を提出するこ

とが望ましいと考えられる。但し、当該地方公共団体等における状況等

を踏まえて、諮問機関に対して提出しないことも認められるものとする。 

 

○ 地方公共団体等は、しきい値評価書を委員会に対し提出した後、しきい

値評価書を速やかに公表するものとする（後記第５の２（６）を参照さ

れたい）。 

 

ウ しきい値評価の効果 

○ しきい値評価を実施することで、特定個人情報ファイルを保有しようと

する場合は、一定の例外（※上記第４の３を参照されたい）を除き、必

ず当該特定個人情報ファイルの取扱いがプライバシー等に対して与える

影響度が評価されることになる。 

 

しきい値評価の結果、プライバシー等に影響を与えると考えられるも

のは、さらに詳細な検討・評価が行われ、これにより国民のプライバシ

ー等の法的に保護される権利利益を踏まえた行政等の実施が促進される

ものと考えられる。 

 

○ 公表されたしきい値評価書を通じて、国民は、当該特定個人情報ファイ

ルがプライバシー等に対して与える影響度を確認することができ、これ

により得た情報をもとに、各地方公共団体における条例に基づく特定個

人情報の開示請求や行政文書の開示請求等を通じて、より詳細な情報を

確認することができる。 

 

（４）②重点項目評価 

ア 重点項目評価の概要 

○ 重点項目評価は、情報保護評価の必要性が特に高いとまではいえないも

のについて、全項目評価よりも簡潔な手続かつ簡潔な評価項目にて評価

を行うものである。 

                                                  
17 前記第５の２（２）を参照されたい。 
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○ ただし、重点項目評価で足りるものについて全項目評価を実施すること

も、地方公共団体等の任意の判断により可能とする。 

 

○ 重点項目評価書記載事項については、添付資料２「情報保護評価書（重

点項目評価書）記載事項（案）」を参照されたい。 

ただし、地方公共団体等の任意の判断で、添付資料２「情報保護評価

書（重点項目評価書）記載事項（案）」よりもさらに項目を追加した評価

書を作成することも可能である。 

 

イ 重点項目評価の実施方法 

○ 地方公共団体等は、しきい値評価書をもとに、添付資料１「情報保護評

価書（しきい値評価書）記載事項（案）」に示された判断基準に従い、当

該特定個人情報ファイルが重点項目評価を実施すべきものと認められる

場合には、添付資料２「情報保護評価書（重点項目評価書）記載事項（案）」

に従い重点項目評価を実施し、重点項目評価書を作成するものとする。 

 

○ 地方公共団体等の裁量により、重点項目評価書について広く国民の意見

を求めた上で18、それにより得られた意見をもとに重点項目評価書に必要

な見直しを行うプロセスを設けることも考えられる。 

 

○ 地方公共団体等は重点項目評価書を委員会へ提出するものとする。委員

会へ重点項目評価書を提出する趣旨は、しきい値評価書同様、法運用の

統一性・法適合性を確保するための調整を行う観点によるものである。 

 

○ また地方公共団体等は重点項目評価書を諮問機関19へ全件報告するもの

とする。諮問機関は、重点項目評価書のうちいくつかを抽出して点検す

るものとする。諮問機関へ重点項目評価書を全件報告する趣旨は、地方

公共団体等自身が点検対象を選択するのではなく、諮問機関側が点検対

象を任意に選択することができるようにするためである。 

 

○ 地方公共団体等は、重点項目評価書を委員会及び諮問機関に対し提出/

報告した後、当該評価書を速やかに公表するものとする（後記第５の２

（６）を参照されたい）。 

                                                  
18 後記第５の２（５）イを参照されたい。 
19 前記第５の２（２）を参照されたい。 
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ウ 重点項目評価の効果 

○ 重点項目評価を実施することで、特定個人情報ファイルの保有が、その

事務を遂行する上で必要なのか、特定個人情報ファイルを取り扱うこと

でプライバシー等に対しどのような影響を与えるのかを検討することと

なり、かかるプロセスを通して、地方公共団体等は、プライバシー等に

対する影響を緩和・軽減するためにどのような措置を講じるのか決定し

ていくこととなる。 

  

  重点項目評価は、地方公共団体等が必要な事務を遂行するという責務と、

マイナンバー法を含む個人情報保護法令を遵守するという責務及び個人

のプライバシー等を保護するという責務をともに果たしていくための手

法となるものである。 

 

  重点項目評価を行うことで、個別具体的な事務及び特定個人情報ファイ

ルの取扱いにおいて、求められる個人情報保護法令遵守及びプライバシ

ー等の権利利益の保護を検討し、具体的にどのような措置を講ずるべき

か、体系的に評価することができ、これにより国民のプライバシー等法

的に保護される権利利益を踏まえた行政等の実施が促進されるものと考

えられる。 

 

○ 公表された重点項目評価を通じて、国民は、地方公共団体等が、どのよ

うな事務においてどのような法令上の根拠により、具体的にどのように

特定個人情報ファイルを取り扱っているか確認することができる。 

 

○ 諮問機関20は、重点項目評価書のうちいくつかを抽出して点検するもの

であるが、これにより適切な評価がなされるよう担保するものである。 

また点検を行わない重点項目評価書についても、その後、特定個人情

報の漏えい等の問題が生じた場合等に、委員会が重点項目評価書を確認

することで、当該地方公共団体等における特定個人情報の取扱い・処理

方法、システム概要、プライバシー等に対する考え方、評価書の記載事

項と実態の乖離などを把握することができ、問題解決の糸口として有効

な手段となるものと考えられる。 

 

                                                  
20 前記第５の２（２）を参照されたい。 
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（５）③全項目評価 

ア 全項目評価の概要 

○ 全項目評価は、情報保護評価の必要性が特に高いものについて行う評価

であり、詳細かつ慎重な分析・検討が求められる。 

 

○ 全項目評価書記載事項については、添付資料３「情報保護評価書（全項

目評価書）記載事項（案）」を参照されたい。 

ただし、地方公共団体等の任意の判断で、添付資料３「情報保護評価

書（全項目評価書）記載事項（案）」よりもさらに項目を追加した評価書

を作成することも可能である。 

 

○ 重点項目評価との差異としては、 

・全項目評価書は、重点項目評価書よりも、詳細かつ慎重な分析・検討・

記述が求められる。 

・重点項目評価書は、作成及び公開のみが義務付けられているが、全項

目評価書は、作成、国民の意見聴取、諮問機関21による審議及び地方

公共団体の機関の長又は地方独立行政法人の長による承認並びに公

開が義務付けられるものである。 

 

イ 全項目評価の実施方法 

○ 地方公共団体等は、しきい値評価書をもとに、添付資料１「情報保護評

価書（しきい値評価書）記載事項（案）」に示された判断基準に従い、当

該特定個人情報ファイルが全項目評価を実施すべきものと認められる場

合には、添付資料３「情報保護評価書（全項目評価書）記載事項（案）」

に従い、全項目評価を実施し、全項目評価書を作成しなければならない。 

 

○ 地方公共団体等は、全項目評価書を作成した後、全項目評価書について

広く国民の意見を求めなければならず、これにより得られた意見を考慮

して全項目評価書に必要な見直しを行わなければならない。 

なお、地方公共団体等が設置する一般傍聴可能な審議会等で全項目評価

書について議論を行った場合であっても、地方公共団体等は、これとは別

に、広く国民の意見を求めるものとする。 

後記第５の２（５）ウの通り、国民からの意見聴取は、さまざまな視点

からの評価を実施することで、プライバシー等に対する影響を適正に評価

するためのものであり、全項目評価書に対する疑義を国民自身が述べる機

                                                  
21 前記第５の２（２）を参照されたい。 
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会を国民に担保するためである。 

 

○ 地方公共団体等は、国民の意見聴取及び必要な見直しを行った後、全項

目評価書を諮問機関に諮問し、特定個人情報ファイルを適切に管理する

ための措置を講じていると認められるかどうか諮るものとする。諮問機

関による答申を踏まえ、地方公共団体の機関の長又は地方独立行政法人

の長は全項目評価書を承認するものとする。また地方公共団体等は、承

認を受けた後、速やかに全項目評価書を公開するものとする（後記第５

の２（６）を参照されたい）。 

 

ウ 全項目評価の効果 

○ 全項目評価の効果は、重点項目評価と同様であるが、それに加え、特に

全項目評価では、プライバシー等法的に保護される権利利益に対しより

侵害性の低い方法を採用できないか否かを具体的に検討するため、プラ

イバシー等保護のためのきめ細かい分析・評価を行うことができる。 

 

○ 諮問機関が全件審査することで、地方公共団体等以外の第三者の視点か

ら、専門的・中立的・客観的な評価を加えることができ、地方公共団体

等の行った全項目評価の妥当性を確認することができる。 

 

○ 個人のプライバシー等に対する影響は、地方公共団体等において予測・

検討・評価するものであるが、それ以外にも様々な視点からの評価が必

要である。例えば一般的にはプライバシー等に対する影響が低いと考え

られるものの、特定のカテゴリーの個人、特に社会的少数者の個人にと

ってはプライバシー等に対する影響が相当程度あると考えられる場合も

十分ありうる。 

 

全項目評価では、国民は、意見聴取プロセスを通し、プライバシー等

に対する影響やそれを軽減するための措置について様々な立場・視点か

ら意見を述べることができ、地方公共団体等の全項目評価書に対し見直

しを促すことができる。 

 

また、全項目評価書が公表されることで、国民は、意見聴取プロセス

で示された全項目評価書に対し具体的にどのような見直しがなされたか

について確認することができる。 
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○ 公表された全項目評価書を通じて、国民は、地方公共団体等が、どのよ

うな事務においてどのような法令上の根拠により、具体的にどのように

特定個人情報ファイルを取り扱っているか、どのような検討の結果、か

かる取扱いとなったかを詳細に確認することができる。 

 

（６）しきい値評価書、重点項目評価書及び全項目評価書の公表 

○ 作成した評価書及びその添付資料は、原則としてすべて公表するものと

する。 

 

○ ただし、評価書及びその添付資料をすべて公表することで情報セキュリ

ティ上のリスクとなりうる場合22や安全保障上のリスクとなりうる場合

も考えられ、かかる懸念を有する地方公共団体等が諮問機関に対しても

不十分な情報しか提供しないことも考えられることから、一定の場合に

は、諮問機関へは評価書及びその添付資料のすべてを提出した上で、国

民に対してはその一部又は全部を要約して公表することができるものと

する。 

 

○ ただし、国民に対して要約を公表する場合は、諮問機関へ提出する評価

書に、どの部分を要約公表とするのか、なぜ要約公表とするのかを記載

することとする。 

 

（７）特定個人情報ファイル保有時点における情報保護評価書の確認 

○ 情報保護評価は、プライバシー等に対する影響を事前評価した上でそれ

を軽減・緩和するための合理的措置を講ずることにより、プライバシー

等に対し特段の影響を及ぼさないと認められる特定個人情報の取扱いを

確立するためのものである。 

しかし、情報保護評価書に記載された措置が実際に講じられない場合

は、プライバシー等に対し特段の影響を及ぼさないとは言えないことと

なる。 

 

また情報保護評価は、各機関が国民のプライバシー等保護にどのよう

に取り組んでいるかについて、各機関自身が宣言し、国民の信頼を獲得

することを目的とする。 

 

                                                  
22 例えば、ネットワーク構成、サーバ構成、アプリケーションのバージョン情報、サーバ

の物理的位置などを公表すると、セキュリティ上のリスクとなりうることが考えられる。 
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したがって、言うまでもないことであるが、地方公共団体等は、情報

保護評価書に記載された事項を、責任をもって履行しなければならない

ものである。 

 

○ 地方公共団体等には、プライバシー等の権利利益の保護を継続的に行う

責務があり、いったん情報保護評価書を作成及び公表しさえすれば、か

かる責務がすべて履行済みとなるものではない。 

 

地方公共団体等は、情報保護評価書にて国民に対して宣言した措置を

講じ続ける必要があり、また一度情報保護評価書を作成した後も、個人

情報保護に関する技術の進歩や社会におけるプライバシー概念の変容等

を踏まえ、適切な見直しを行い、プライバシー等保護のための継続的な

取り組みを行うものとする。情報保護評価は、かかる継続的な取り組み

を確認するためのものである。 

 

○ 情報保護評価は特定個人情報ファイルを保有する前に完了しなければ

ならないものであるが、地方公共団体等は、特定個人情報ファイルを保

有する時点において、当該特定個人情報ファイルの取扱いが情報保護評

価書の記載通りであることを自ら確認するものとする。 

 

情報保護評価書の完成後に、システムの仕様変更等が行われ、情報保

護評価書の記載事項と実態が異なった場合なども、地方公共団体等は、

速やかに情報保護評価書の記載事項を修正するものとする。 

 

○ 情報保護評価書の記載に反する取扱いがなされたか又はなされている

場合は、後記第５の３（２）の通り、委員会の助言・勧告等の対象とな

る。 

 

３ 情報保護評価に係る違反に対する措置 

（１）情報保護評価の未完了に対する措置 

○ 情報保護評価は、特定個人情報ファイルの適正な取扱いを確保し、個人

のプライバシー等に対する影響を事前に抑止・軽減するために行うもの

であり、情報保護評価を実施していない特定個人情報ファイルは、特定

個人情報ファイルの適正な取扱いの確保のための措置や、個人のプライ

バシー等に対する影響の抑止・軽減措置が十分講じられていないものと

考えられる。 
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かかる特定個人情報ファイルについて、情報連携を行わせると、不適

正な取扱いがなされていたり、又は個人のプライバシー等に影響を与え

うる特定個人情報ファイルがネットワークを通じてやりとりされること

となり、適正な取扱いがなされている他の特定個人情報ファイル、他の

情報提供者又は情報照会者のシステムや情報提供ネットワークシステム

に対し、悪影響を及ぼすおそれがある。 

 

そこで、情報保護評価を実施しなければならないにもかかわらず情報

保護評価を完了していないものについて、情報連携を行うことが禁止さ

れている（マイナンバー法第１５条第６項）。 

 

○ 情報連携を行わないこととされている機関については、委員会の助言・

勧告・命令権限等に基づき、是正を促すものとする。 

 

（２）情報保護評価書の記載に反する取扱いに対する措置 

○ 特定個人情報ファイルの取扱い実態が情報保護評価書の記載に反して

いたときは、委員会の助言・勧告・命令・立入検査権限等に基づき、是

正を促すものとする。 
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第６ 関連制度との関係性 

１ 関連制度 

○ 情報保護評価はプライバシー等への影響を評価するものであり、その評

価対象には、個人情報保護対策と情報セキュリティ対策が含まれうるため、

両対策に関連する既存制度と情報保護評価との関係を以下に整理する。 

 

○ まず、個人情報保護対策の関連既存制度としては、以下が挙げられる。 

①プライバシーマーク制度 

 

次に、情報セキュリティ対策の関連既存制度としては、以下が挙げられ

る。 

②ISMS適合性評価制度 

③ITセキュリティ評価及び認証制度（JISEC） 

 

２ ①プライバシーマーク 

○ プライバシーマーク制度は、個人情報保護法を基にして、さらにそれに

上乗せした確認を行っているものである。 

これに対し、情報保護評価は個人情報保護法令遵守にとどまらず、プラ

イバシー等保護を目的としたものであり、また個人情報保護法令について

も、地方公共団体等については、プライバシーマーク制度と基準となる法

令自体が異なるものである。 

 

○ プライバシーマーク制度は個人情報保護法を遵守するための組織体制が

とられているか、PDCAサイクルが有効に機能しているか確認するためのも

のである。 

 これに対し情報保護評価は、個々の特定個人情報ファイルの取扱いをプ

ライバシー等への影響度の観点から確認するものであり、対象が異なると

いえる。 

 

○ したがって、プライバシーマークを取得している機関であっても、個々

の特定個人情報ファイルのプライバシー等への影響を分析・評価したもの

ではないので、情報保護評価を実施する必要がある。 

  ただし、既にプライバシーマークを取得している機関については、情報

保護評価書にその旨も合わせて記述することで、個人情報保護に関し適切

な体制をとっていることを宣言することができるものと考えられる。 
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３ ②ISMS 適合性評価制度及び③IT セキュリティ評価及び認証制度（JISEC） 

○ 情報セキュリティ対策は、情報資産のCIA（Confidentiality機密性、

Integrity完全性、Availability可用性）の維持を図ることを目的とする。 

これに対し、情報保護評価の目的はプライバシー等保護であり、プライ

バシー等保護にとって、セキュリティ対策は一つの手段にすぎないと考え

られる。 

 

○ したがって、上記制度の認定等を受けている機関であっても、情報保護

評価を実施する必要がある。 

  ただし、既に上記制度の認定等を受けている機関については、情報保護

評価書においてその旨も合わせて記述することで、適切なセキュリティ対

策を講じていることを宣言することができるものと考えられる。 

 

 

以上 


